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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

ウルグァイ獣医研究所強化計画は、平成 8 年 3 月 22 日に署名された討議議事録（R/D）に

基づき、ウルグァイ国の主要産業の 1 つである畜産業の発展に寄与するため、農牧水産省家

畜衛生研究部（DILAVE）における家畜疾病診断技術の改善と技術者養成を目的として、平成

8 年 10 月 1 日から 5 年間の予定で協力が行われてきました。

今般、国際協力事業団は、プロジェクト協力期間の終了を 7 か月後に控え、平成 13 年 3 月

4 日から同 17 日まで、当事業団国際協力総合研究所国際協力専門員　多田融右氏を団長とす

る終了時評価調査団を現地に派遣しました。

同調査団は、ウルグァイ側評価委員と合同評価委員会を構成して、プロジェクトの活動実

績、計画達成度等について総合的な評価を行いました。この結果、本件計画はきわめて順調に

進展し、計画どおりの期間内に所期の目的をほとんど達成できることが明らかになりました。

このため合同評価委員会は、評価調査結果を合同評価報告書に取りまとめ、署名を取り交わし

たうえ、日本・ウルグァイ両国政府関係機関に提出しました。

本報告書は、合同評価報告書に基づいて本調査団の調査・評価結果を取りまとめたもので

あり、今後広く関係者に活用されるとともに、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進

に寄与することを願うものです。

ここに、本調査にご協力いただいたウルグァイ政府関係者及び我が国の関係各位に厚く御

礼申し上げるとともに、当事業団の業務にいっそうのご支援をお願いする次第です。

平成 13 年 4 月
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１．終了時評価調査団の派遣１．終了時評価調査団の派遣１．終了時評価調査団の派遣１．終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ウルグァイでは畜産業を輸出貢献産業と位置づけて振興しており、畜産業の発展に必要不

可欠な家畜衛生の向上は、同国の畜産業ひいては経済発展に大きく寄与するものである。家畜

疾病の存在は国家経済と畜産物流通の上で、大きな障害となる。すなわち、家畜疾病は、家畜

の生産性の低下によって農家の生計に悪影響を与えるのみならず、国内及び国外市場における

畜産物の流通を著しく阻害する。

ウルグァイ国農牧水産省の家畜衛生研究部  (DILAVE) は家畜疾病診断、輸出畜産物の検査、

家畜衛生研究を業務としている。正確かつ迅速な診断は効率的効果的な家畜疾病防除の基本で

あり、診断技術の整備、確立はウルグァイの畜産物の品質や安全性に対する国際的な信用を高

め、輸出の振興を図るためにも重要である。しかし、DILAVE の検査診断技術水準は十分で

なく、機器の多くが老朽化していたことも相まって日常の診断にも支障をきたし、技術者の養

成・確保を含めた家畜伝染病診断技術の改善が急務となっていた。このためウルグァイ政府は、

1993 年 1 月、我が国に対し重要家畜疾病診断技術の改善、技術者の養成を目的としたプロジ

ェクト方式技術協力を要請してきた。

これを受けて国際協力事業団は、1994 年 12 月に事前調査団を派遣、1995 年 11 月には長

期調査を実施したうえ、1996 年 3 月に実施協議調査団を派遣して、討議議事録 (Record of

Discussions)及び暫定実施計画(Tentative Schedule of Implementation) の署名・交換を行っ

た。

本プロジェクトは 1996 年 10 月から長期専門家を派遣して、家畜伝染病の迅速かつ正確な

検出のための診断技術改善を目標に技術協力を開始した。1997 年 4 月には計画打合せ調査団

を派遣して、 5 年間の具体的な活動計画としての暫定詳細実施計画 (Tentative Detailed

Implementation Plan)、及びプロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM) を策定し、それ

に沿って協力活動が進められてきた。さらに、1999 年 6 月には巡回指導調査団が派遣されて、

活動の進捗状況を評価するとともに、必要な助言指導を行い、併せて TDIP 及び PDM の若

干の修正を行った。

プロジェクトは現在、協力開始から 5 年目を迎え、2001 年 9 月 30 日に所定の協力期間を

終了する予定である。このため、終了時評価調査団を派遣してこれまでの活動実績を評価する

とともに、協力期間の終了に向けた提言を行い、協力活動から得られた教訓を提示することと

した。
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１－２　調査団の構成

（１）総括

国際協力事業団 国際協力総合研修所  国際協力専門員　　多田　融右

（２）病理学

農林水産省 家畜衛生試験場  病態研究部  感染病理研究室 室長　　播谷　亮

（３）細菌学

農林水産省 家畜衛生試験場  総合診断研究部  疫学研究室 室長　　濱岡　隆文

（４）ウイルス学

農林水産省 動物検疫所 動物検疫課 主任検疫官　　大友　浩幸

（５）協力政策

農林水産省 総合食料局 国際部  技術協力課プロジェクト企画係長　　中村　裕一

（６）評価分析

株式会社ニュージェック  国際部  部長　　久保　眞介

（７）計画評価

国際協力事業団 農業開発協力部  畜産園芸課　　勝西　純子
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１－３　調査日程

日順 月日（曜日） 訪問先・用務 場　所
1 3 月　4 日(日) 成田発（サンパウロ経由） 移動日
2 5 日(月) モンテビデオ着

専門家との打合せ
モンテビデオ

3 6 日(火) 午前　農牧水産省畜産サービス総局
午後　家畜衛生研究部（DILAVE）表敬
　　　第 1 回合同評価委員会（評価方法と評価ス

ケジュールの説明・確認）
4 7 日(水) 午前　DILAVE 内調査（カウンターパートによる業

務内容説明、施設・機材等の利用状況調査）
午後　専門家のインタビュー

5 8 日(木) （１）カウンターパートによる活動の進捗状況報
告

（２）カウンターパートのインタビュー
（病理、細菌、ウイルス、実験動物、運営管
理の各分野別に実施）

6 9 日(金) 午前　第２回合同評価委員会
（3/6～3/8 に実施した調査に基づき、評価委員会内
で協議）

7 10 日(土) 第 2 回合同評価委員会の協議結果に基づき、合同
評価報告書（案）を作成

8 11 日(日) 午前　ミニッツ（案）作成
午後　ズラスノ農場視察（DILAVE 技術移転の成果
の波及先調査）

ズラスノ、
パソデロストロス

9 12 日(月) DILAVE 実験牧場視察、
移動（パソデロストロス→モンテビデオ） モンテビデオ

10 13 日(火) 第 3 回合同評価委員会：
評価委員最終協議、合同評価報告書作成

11 14 日(水) 午前　合同調整委員会開催：
合同評価委員会代表が合同調整委員会へ評

価結果を報告
（１） 協議（質疑応答）
（２） プロジェクトダイレクターである畜産サー

ビス総局長代理（副総局長）とプロジェク
ト・チームリーダーが、合同調整委員会の
ミニッツへ署名・交換

午後　日本大使館へ調査結果報告
12 15 日(木) モンテビデオ発 移動日
13 16 日(金) サンパウロ経由 移動日
14 17 日(土) 成田着 移動日
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１－４　主要面談者

（１）農牧水産省畜産サービス総局
　　　総局長 Dr. Julio Barozzi
　　　副総局長 Dr. Carlos OLAVE
　　　家畜衛生研究部(DILAVE) 部長 Dr. Victor LYFORD-PIKE
　　　　　　〃　　　　　　　  副部長 Dra. Marta CUADRADO
　　　　　　〃　　　 副部長 Dr. Eugenio PERDOMO
　　　　　　〃　　　 事務長 Sr. Washington FIORE
　　　　　　〃　　　 職員 Sr. Fernando CHIESA
　　　　　　〃　　　 病理科 科長 Dr. Francisco CAPANO
　　　　　　〃　　　 組織病理研究室 室長 Dra. Cecilia Pauller
　　　　　　〃　　　 臨床病理研究室 室長 Dr. Milton PIZZORNO
　　　　　　〃　　　 繁殖病理研究室 室長 Dr. Leandro FERNANDEZ
　　　　　　〃　　　 毒性研究室 室長 Dr. Fernando RIET
　　　　　　〃　　　 細菌科 科長 Dr. Manrique LABORDE
　　　　　　〃　　　 レプトスピラ研究室 室長 Dra. Blanca HERRERA
　　　　　　〃　　　 細菌診断研究室 室長 Dra. Maria Victoria REPISO
　　　　　　〃　　　 ウイルス科 科長 Dra. Rosa DI LANDRO
　　　　　　〃　　　 ウイルス研究室 室長 Dra. Helena Guarino
　　　　　　〃　　　 生物資源科 科長 Dr. Homero TOSCANO
　　　　　　〃　　　実験動物室 室長 Dr. Hugo COITINHO
　　　　　　〃　　　実験動物室 研究員 Dr. Enrique POCHINTESTA

（２）ウルグァイ側評価委員
　　　評価委員長 Dr. Andres GIL
　　　評価委員 Dr. Ricardo SIENRA
　　　評価委員 Ing. Agr. Edgardo RECALDE
　　　評価委員 Sr. Juan GUIONES

（３） 在ウルグァイ日本国大使館
　　　吉田 和弘　　 一等書記官

（４）プロジェクト専門家
　　　平   詔亨　　 リーダー
　　　矢口 宏一　　 業務調整員
　　　大澤 健司　　 病理学
　　　柏崎 佳人　　 細菌学
　　　乾 健二郎　　 ウイルス学
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１－５　終了時評価方法

日本・ウルグァイ双方の評価チームによる合同評価を行い、プロジェクトの当初計画、双

方の投入実績、活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制等につき評価調査を行う。

併せて、当初の協力期間終了後における対応方針についても検討し、これらの結果を合同評価

報告書に取りまとめ、評価チームとして両国政府関係当局に提言する。

（１）調査団（日本側評価チーム）のウルグァイ訪問前にプロジェクトが参考資料を作成する。

（２）評価チームは事前に参考資料を検討の上、質問事項をまとめプロジェクトに対し質問をし、

回答を得て、予め調査できる部分について確認をしておく。

（３）日本側評価チームはウルグァイ側評価チームとともに、専門家及び C/P のインタビュ

ー、C/P の発表、現地状況調査などを通じ、評価 5 項目に従って合同評価を行い、合同

評価報告書（英文）に取りまとめる。

（４）調 査結果を両国政府及び関係機関に報告・提言する。
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２．要約２．要約２．要約２．要約

ウルグァイの畜産分野における  DILAVE の任務と役割に照らし、協力活動の目的、枠組み

および実施体制は、全体として妥当なものであり、有効に機能したと認められる。プロジェク

トの投入においても、ごく一部に供与機材の到着の遅れや、緊急を要する消耗品や機材修理の

ためのウルグァイ側予算支出の困難があったものの、全体としては、日本側からの専門家の派

遣、機材の供与、本邦研修、ウルグァイ側の職員の配置や施設・設備の提供など、満足できる

内容であった。

すべての供与機材は良好に管理され、効果的に活用されている。機材の供与や  DILAVE 職

員の本邦研修と専門家の派遣は、効果的に組み合わされ、このことが技術の改善としての成果

だけではなく、双方の良好な協力関係の構築に大きく貢献している。

協力期間中、日本人専門家が技術協力を行うための、先方側カウンターパート職員の配置

も適切に行われた。しかしながら、ウルグァイ政府の政策による 2005 年までの新規職員採用

の全面的停止処置の結果、現在  DILAVE には 40 歳以下の若手職員がいない状態となってい

る。このことは、DILAVE の将来において、プロジェクトにより培われた技術の継承やさら

なる自立発展に悪影響を及ぼすことが危惧される。

プロジェクトの基本的な目標である診断技術の改善、すなわち正確かつ迅速な診断におい

ては、著しい成果が得られた。病理、細菌、ウイルスの各研究室において、国際的な標準に対

応可能な適切かつ最新の診断が、様々な重要な疾病について可能となっている。免疫組織化学、

高速液体クロマトグラフィー(HPLC)、蛍光抗体法、酵素免疫抗体法(ELISA 法)、ポリメラー

ゼ連鎖反応法(PCR 法) などの診断法が、これらの診断方法に必要な診断薬の調製技術と共に

実用に供され、日常の病勢鑑定業務に効果的に活用されている。さらにこれらの診断技術によ

る診断結果を用いて貴重な疫学的情報も得られるようになり、より効果的な防疫対策や防疫計

画の作成を可能とし、ウルグァイの畜産物や防疫技術に対する国際的信用を高める効果も現れ

ている。

ウイルス、細菌、原虫による家畜疾病の発生状況などの疫学的情報や診断技術に関する情

報は、DILAVE の日常の病勢鑑定業務やセミナー、学会などを通じて、関係機関や各支所、

現場の獣医師にも提供されている。またインターネットを利用した情報システムの構築により、

国際的な情報の交換が可能となった。

高品質の実験動物の供給は、様々の実験室業務や診断薬の調製などに必須である。このため、

実験動物の遺伝的形質や微生物感染状況の監視技術、クローズドコロニーの繁殖技術および適

切な飼養管理技術が導入され、SPF(Specific Pathogen Free)マウスの生産が可能となった。

しかしながら、実験動物舎の建設の遅れや実験動物の需給計画策定が難しいなどの理由により、
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本格的な SPF マウスの生産供給体制までには至っていない。実験動物の維持生産のための基

本技術はすでに確立できていることから、今後は適切な生産計画とそれに見合った実験動物施

設の運用体制を整える必要がある。
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３．プロジェクトの当初計画３．プロジェクトの当初計画３．プロジェクトの当初計画３．プロジェクトの当初計画

３－１　プロジェクトの目的及び基本計画

（１）上位目標

　　　家畜伝染病の防疫あるいは撲滅のための効果的なシステムの確立

（２）プロジェクト目標

　　   家畜伝染病の迅速かつ正確な検出のための獣医診断技術の改善

３－２　活動計画

（１）病理学、細菌学、ウイルス学部門：家畜伝染病に係る診断技術改善のための技術移転

（２）上記分野に係る診断のための実験小動物の生産技術の移転と生産体制の確立

３－３　投入計画

（１）日本側の投入

１）長期専門家派遣

リーダー、業務調整、病理学、細菌学、ウイルス学の 5 名構成

２）短期専門家派遣

必要に応じて年間数名程度

３）研修員受入

日本におけるウルグァイ国カウンターパート研修の受入実施。年間 3～4 名程度

４）機材供与

本計画の実施に必要な車輌・診断機器類の供与

５）ローカルコスト負担

プロジェクトの円滑な実施に必要な業務費の負担

（２）　ウルグァイ側の投入

１）カウンターパートの配置
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プロジェクトダイレクター、プロジェクトマネージャー、プロジェクトコーディネー

ター、各専門分野のカウンターパート、その他管理運営に必要な人員

２）土地、建物及び施設の整備

プロジェクトの実施に必要な土地、建物、施設、機材の設置・保管に必要な部屋・ス

ペース、専門家執務室

３）プロジェクト運営に必要なローカルコスト

　　プロジェクトの円滑な実施に必要な業務費の負担。
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４．プロジェクトの実績４．プロジェクトの実績４．プロジェクトの実績４．プロジェクトの実績

４－１　実施体制

（１）責任機関

農牧水産省畜産サービス総局

(General Direction of Livestock Services, Ministry of Livestock, Agriculture and

Fishery)

（２）プロジェクトサイト

農牧水産省畜産サービス総局家畜衛生研究部ミゲール.C.ルビーノ

(Direccion de Laboratorios Veterinarios "Miguel C. Rubino"：DILAVE)

（３）プロジェクトダイレクター

畜産サービス総局長が、プロジェクトダイレクターとして本プロジェクトの運営管理

及び実施に責任を負う。

（４）プロジェクトマネージャー

DILAVE 部長は、プロジェクトマネージャーとして、本プロジェクトの管理運営及び

技術的事項に関して責任を負う。

（５）合同調整委員会の開催本プロジェクトによる技術協力が効果的に実施されるよう、合同

調整委員会が構成された。

４－２　投入実績

（１）日本側の投入

１）日本人専門家派遣

協力開始から 2001 年 3 月までに 11 名の長期専門家及び延べ 15 名の短期専門家がプ

ロジェクトへ派遣され、今後さらに 2 名の短期専門家が派遣される予定である。また、

モデルインフラ整備事業により SPF 実験動物施設を整備するにあたり、設計、入札補

助、施工監理を目的としたコンサルタントの派遣（のべ 6 名）も実施された。

各指導分野・専門家氏名・派遣期間については、付属資料 1．ミニッツ ANNEX 1 並

びに付属資料５．（１）を参照。
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２）カウンターパートの日本研修

協力開始から 2001 年 3 月までに、カウンターパート 21 名の日本研修（うち 1 名は

家畜衛生試験場で実施されている集団研修参加）が実施された。今後、さらに 2 名のカ

ウンターパート研修を実施予定である。

研修を修了したカウンターパートの所属先・氏名・研修期間・主な研修受入機関に

ついては、ミニッツ ANNEX 2 並びに付属資料５．（２）を参照。

３）機材供与

プロジェクト実施に必要な主要な機材は十分に配置され、今後さらに供与済み機材の

付属機材・スペアパーツ等が配置される予定である。供与済み機材の詳細はミニッツ

ANNEX 3 並びに付属資料５．（３）を参照。

４）ローカルコスト負担

プロジェクトの円滑な運営に必要な一般現地業務費の他、効果的な技術移転に必要な

「技術交換事業」、「モデルインフラ整備事業」、「啓蒙普及活動事業」に係る経費が措置

された。詳細は、ミニッツ ANNEX 4 並びに付属資料５．（４）を参照。

（２）　ウルグァイ側の投入

１）人員配置

33 名のカウンターパートと管理要員がプロジェクトに配置されたが、そのうち 4 名

については、退職・死亡等の理由により離職した。詳細は、ミニッツ ANNEX 5 並びに

付属資料６．（１）を参照。

２）土地・建物及び施設の提供

プロジェクト実施に必要な土地・建物及び施設・機材が提供された。

３）プロジェクトの運営に必要な予算措置

協力開始から 2000 年 12 月（ウルグァイの予算年度は 1 月から 12 月）までに、7 万

1,738US ドルの予算が措置された。
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５５５５    ．評価結果．評価結果．評価結果．評価結果

５－１　効率性

効率性を評価するに際しては、プロジェクト成果の達成度合を投入された財政的、人的及

び物的資源の効率的な使用と比較して調査・判定される。

効率性はまた進行過程の生産性を意味し、基本的には“成果”を“投入量”で除して得ら

れる。換言すれば成果は各種の投入量がどのように成果として反映されているかによって判定

される。

しかしながら、今回のプロジェクトでは達成された成果と投入量を金額的または他の手法

によって量的に変換することはほとんど不可能である。したがって、合同評価委員会は評価作

業を行うため、プロジェクト関係者に質問票に回答するよう要請した。この質問票はウルグァ

イ側の管理者 5 名(DILAVE 部長とリーダー研究員 4 名)及び、一般研究員 20 名に配付した。

その調査結果は付属資料 1．ミニッツ ANNEX 7 に記載されている。

（１）投入量のタイミング

１）日本側の投入

a. 日本人専門家の派遣

長期及び短期専門家は適切に派遣されている。短期専門家はある分野において長期専門

家が不在の場合によく補佐対応できていた。短期専門家は要求されている分野の技術を効

果的に伝達してきた。

b. カウンターパートの日本における研修

カウンターパートの日本研修は、当該技術の効率的な伝達のために適切な時期に行われ

るよう、計画どおり実施されている。

c. 機材供与

最も重要かつ最新の機器材が供与されており、これらの機器材は効果的に使用されてい

る。

d．ローカルコスト負担

　「技術交換事業」、「モデルインフラ整備事業」、「啓蒙普及活動事業」により技術移転が

効果的に実施され、また一般現地業務費により、プロジェクトの運営が円滑になされた。

２）ウルグァイ側の投入

a. 人員配置

カウンターパートは当初計画どおりに配置されている。ただし DILAVE の若干のスッタ

フは退職し、この分の補充はされていない。
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b. 土地・建物及び施設の提供

用地及び施設は当初計画どおり準備されている。

c. プロジェクト実施のための予算

上記予算はミニッツ ANNEX 6 に示されているが、この予算では消耗品の補給購入には

十分でなかった。

（２）投入と成果のバランス

　プロジェクトの成果は、投入に対して十分に見合っている。

５－２　目標達成度

　プロジェクト実施で得られた成果により、2001 年 9 月のプロジェクト協力期間終了までに、

プロジェクト目標は達成されると判断された。暫定詳細実施計画（TDIP）に沿った協力課題

別の達成度は次のとおりである。

（１）病理学

１）病理組織学的診断技術の向上

a. 病理組織学的診断

病理組織学的診断機器が導入され、関連技術が伝達された。これにより、家畜疾病の迅

速かつ正確な病理組織学的診断が可能となった。

b. 免疫組織化学の導入

免疫組織化学的技法が導入され、関連技術が伝達された。これにより、ネオスポラ、リ

ステリア、BVD-MDV 及び IBR 等の病原体抗原の免疫組織化学的検出が可能となった。

２）マイコトキシンに関する診断技術の向上

a. マイコトキシンの迅速検出技術の導入

HPLC が導入され、関連技法が伝達された。さらに、薄層クロマトグラフィーの感度が

UV キャビネットの導入により向上した。

b. 高度診断技術の標準化

穀物及び配合飼料中に存在する 6 つのマイコトキシンの定量的分析法が確立された。適

切な実験動物を使用しマイコトキシンの生物学的分析法を確立することが、今後の DILAVE

の課題である。

c. マイコトキシンに関する疫学的調査

INIA (National Institute of Agriculture-Livestock Investigation)及びウルグァイ東方
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共和国大学獣医学部の資金援助の下、導入された技法を応用してマイコトキシンに関する

疫学的調査が継続実施される予定である。

３）臨床病理学的診断技術の向上

a. 感染性病原体による繁殖障害の診断

牛の繁殖障害に関する野外実態調査を実施したところ、キャンピロバクターが重要な病

原体であることが明らかになった。この調査には、本プロジェクトにより導入された診療

車が活用された。また、微分干渉顕微鏡の導入により、精液診断の精度が向上した。

b. トキソプラズマ病及びネオスポラ症に関する診断技術の向上

豚のトキソプラズマ病の血清学的診断のため、ラテックス凝集反応が導入された。豚の

トキソプラズマ病に関する疫学的調査が本プロジェクトの終了までに完了する予定である。

また、ネオスポラ症の血清学的診断のため、IIFAT が導入された。本プロジェクトにより、

ウルグァイにおけるネオスポラ症の存在が初めて確認された。

（２）　細菌学

１）微生物感染症の診断技術の改良

a. 牛結核病、ブルセラ病の診断技術の改良

　新しい機材の投入と技術の移転により牛結核病とブルセラ病の生前診断法が改善さ

れた。ブルセラの診断用 ELISA 抗原や結核の PPD 抗原（ツベルクリン）の製造につ

いても、新しい機材と技術の投入で質量共に改善され、例えば 1997 年に PPD 抗原は

13 万 7,850 ドーズ生産されたが 1999 年には 25 万 8,000 ドーズとなった。

　計画された活動の多くは順調に達成されたが、PCR 法による結核の診断については

感染組織からの DNA 抽出が難しいことから、その応用が困難なことが明らかになっ

た。しかし、PCR は遺伝子型別には有効であることが明らかになり、この指導に短期

専門家が派遣されることとなっている。

b. 防除に必要な疫学調査

　ウルグァイでは、結核とブルセラ病は国の撲滅対象疾病としてキャンペーンが行わ

れ、よくコントロールされている。本プロジェクトの成果としての診断液の供給も十

分である。牛のブルセラ病については 2000 年度の実績で 4,534 頭調査し、全頭陰性

であった。こうした活動はプロジェクト終了後も DILAVE の家畜疾病診断センターと

しての活動として引き続き行われる。
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２）微生物の感染に起因する繁殖障害病の診断技術の改良

a. キャンピロバクター症、レプトスピラ症などに対する診断技術の確立

　炭酸ガス培養器、顕微鏡、オートクレーブなど適切な機材の投入でキャンピロバク

ターやレプトスピラの分離培養、同定技術は改善し、定着した。キャンピロバクター

の迅速診断のための蛍光抗体の作成は使用する菌株の選定が遅れたため、予定より遅

れたが、現在作成中である。PCR 法は正確で迅速な診断を可能とし、計画どおり技術

移転が完了した。抗原分析については実用的でなかったことから、遺伝子多型解析

（RFLP）法などによる遺伝子型別に変更して検討した。レプトスピラ症の ELISA 法

は安全に多検体処理が可能なことから有効な診断法であり、現在至適反応条件がほぼ

確定したことから、残された期間で応用可能となる見通しである。この課題について

も計画はほぼ達成されたと評価できた。

b. 疫学調査

　キャンピロバクター症の全国サーベイを実施した。約 230 農場（1 農場当たり 10 頭

の種雄牛）を調べ、約 20%の農場が汚染されていることが明らかになった。レプトス

ピラ症については、ELISA 法が実用化されるまでマイクロ凝集反応でサーベイを実施

しているが、現在約 230 農場の 6660 サンプルを収集し、ELISA 法が完成次第検査す

ることとしている。

　ワクチンの使用状況調査と効果判定については、約 230 農家にアンケート調査を実

施し、約 11%の農場でワクチンを実施していることが分かったが、詳細なデータ解析

を実施中である。レプトスピラ症の ELISA 法によるサーベイが予定より遅れているも

のの、プロジェクト期間内には計画を達成できると見込まれ、計画は順調に達成でき

ると評価した。

３）鶏サルモネラ症疫学調査のための診断技術の改善

　サルモネラの同定用型特異抗血清の導入と関連技術を移転したことにより、サルモネ

ラの同定施設としての機能が備わった。さらに新しい技術として、 Salmonella

Enteritidis の鶏卵や胚からの PCR 法による直接検出法を確立した。その検出感度と特

異性については十分なサンプルを集めて評価する必要があるが、プロジェクト終了時に

はこの課題は達成できると見込まれる。
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（３）　ウイルス学

１）ウイルス病の診断技術の改良

a. 牛、めん羊、馬、豚及び鶏のウイルス病の診断技術の改良

この課題については、①要株化細胞の導入、培養技術の定着、②ウイルス分離技術の改

善定着及び検出可能ウイルス種の増加、③抗体検出技術の改善定着及び検出可能ウイ

ルス抗体種の増加、を到達目標として活動してきた。その結果、MDBK、BT 等の主要

株化細胞が導入され、細胞培養技術が定着した。特に MDBK、BT、Vero、RK13 の 4

株化細胞は、ウイルス分離が常時行えるよう維持されている。また、ウイルス分離技

術では、蛍光抗体法、イムノペルオキシダーゼ法が、また、抗体検出技術では、中和

試験、寒天ゲル内沈降反応及び赤血球凝集抑制反応が導入され、それら技術が定着し

た。表－１に示すとおり、検出可能ウイルス種及び抗体種が、本プロジェクト開始以

前と比較して増加した。特に牛白血病、馬伝染性貧血については、抗原の自家作成が

可能となり、輸入及び輸出用検査に使用されている。

表－１　検査法リスト

ウイルス及び抗体検出法
93～94 年 現　在

疾　　病　　名 ウイルス 抗　体 ウイルス 抗　体
牛ヘルペスウイルス 1 型感染症 I E I､E､F､P S､E
牛ヘルペスウイルス 2 型感染症 I､F S
牛ヘルペスウイルス 4 型感染症 I､F S
牛ウイルス性下痢症 I､E､F､P S､E
牛コロナウイルス病 I､F S､H
牛ＲＳウイルス病 I､F S
牛パラインフルエンザ I､F S
牛丘疹性口炎 I､F S
牛パルボウイルス病 I､F S
牛白血病 E､A E､P E､A
馬鼻肺炎 I､F S
馬ウイルス性動脈炎 I､F S
馬伝染性貧血 A A
ニューカッスル病 H I H
伝染性気管支炎 I､P S
鶏伝染性ファブリキウス嚢病 I S
口蹄疫 E E E E

（注）I：ウイルス分離、E：ELISA、F：蛍光抗体法、P：PCR 法、

　　　S：中和試験、A：ゲル内沈降反応、H：赤血球凝集抑制反応
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b. 新診断技術の導入

PCR 法によるウイルス検出技術の導入を到達目標として活動してきた結果、4 ウイルス

（牛ヘルペスウイルス 1 型、牛ウイルス性下痢症ウイルス、牛白血病ウイルス、伝染性気

管支炎ウイルス）の核酸検出が可能となった。また、6 ウイルス（牛コロナウイルス、ブ

ルータングウイルス、鶏伝染性ファブリキウス嚢病ウイルス、ニューカッスル病ウイルス、

豚流行性下痢ウイルス及び豚コレラウイルス）に対するプライマーも準備可能であり、今

後の PCR 診断に応用できる状態である。

c. 疫学調査

各種ウイルス病の国内分布、動向を把握することを到達目標とした。肉用牛について

は、牛のウイルス病 10 種（牛ヘルペスウイルス 1 型・ 2 型及び 4 型感染症、牛ウイルス

性下痢症 1 型及び 2 型、牛 RS ウイルス病、牛パラインフルエンザ、牛コロナウイルス病、

牛パルボウイルス病、牛丘疹性口炎）の抗体保有状況を 144 牧場で調査した。その結果、

牛ウイルス性下痢症、牛 RS ウイルス病、牛パラインフルエンザ、牛パルボウイルスは抗

体保有率 70％以上であった。また、乳用牛 60 群においても同様の調査を実施中である。

このうち、牛ヘルペスウイルス 1 型及び 2 型感染症については、さらなる詳細な疫学調査

を実施中である。

馬のウイルス性疾病（馬鼻肺炎、馬ウイルス性動脈炎）に対する血清サーベイランス

については、100 以上の牧場で実施している。

（４）　実験動物学

１）診断に必要な実験動物の供給

a. マウス、ラット、モルモット、ハムスター、及びウサギなど実験小動物の生産技術の向上

　実験小動物の生産技術の向上のため、DILAVE の現行の繁殖計画、給餌システム、飼養

施設、飼養動物について検討された。その結果、施設、管理についての問題点が明らかに

なり、さらに既存の飼養動物（マウス、ラット、ハムスターなど）についても深刻な微生

物汚染や遺伝的汚染が明らかになった。こうした過程を通して基本的な実験小動物の衛生

的飼養管理、微生物学的汚染、遺伝的汚染のモニタリング手法などについて効果的に技術

移転がなされた。施設の問題点については、新 SPF 実験動物施設が 2000 年度に建設され

たことで根本的に改善された。これに併せ、短期専門家が効果的に投入され、SPF 施設の

消毒法、飼料・飲水の消毒法など、SPF 動物舎にかかわる基本的な管理法などが技術移転

され、SPF マウスが導入された。

　ただし、新施設の効果的、継続的な運用に関しては DILAVE の診断、研究業務の高度化
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に必要な SPF マウスの利用計画などを基本とする総合的な生産管理計画の策定が重要と考

えられ、ユーザーとしての研究、診断部門、実験動物生産部門、運営管理部門からなる運

営委員会を設置して検討すべきと考えられた。

b. 繁殖群の維持と生産技術の確立

　前述のとおり，従来から DILAVE で維持されていた実験小動物繁殖群については遺伝的

汚染の有無、微生物汚染の程度などが検討され、マウス、ラット、ハムスターの繁殖群は

問題が多いことが明らかになり、淘汰された。SPF 動物舎の完成を待ち、SPF マウスの帝

王切開による作出法、SPF マウスの維持管理法、クローズドコロニーの近交を避けた維持

交配法などが技術移転され、新施設内にクローズドコロニーマウス（CD-1 系）が SPF と

して導入された。現在、順調に維持継代されており、当該課題は所期の目的を達成してい

た。

　しかし、DILAVE 内でも需要が多いと考えられる BALB/c や C57/BL などの SPF 近交系

マウスの導入予定が遅れており、残るプロジェクト期間内での実現が望まれる。

（５）　啓蒙普及活動

　1999 年に実施された巡回指導調査において、「DILAVE の地域研究所のスタッフを含む獣医

研究者、現場獣医師及び農家に対する技術研修及びセミナー等を通じた普及プログラムを継

続・強化すべき」旨提言された。この結果、それまで各分野別の課題として設定されていた「地

域研究所を含む獣医技術者への指導」が「技術普及活動」として別途新たな項目に設定・統合

され、啓蒙普及活動を総合的に推進することとされた（TDIP 及び PDM も改訂）。

以上を受けて、各分野の専門家及びカウンターパート（C/P）により、現場獣医師、獣医研

究者及び関係研究機関を対象としたセミナー、ワークショップ及び関係学術雑誌への研究成果

の発表等が活発に実施された。調査時点までの活動実績は次のとおりであり、今後、プロジェ

クト終了時までに 2 回のセミナー及び 2 回の技術講習会の開催が予定されている。

１）獣医関係者対象：2 回のセミナーが開催され、臨床獣医師等 200 名を超える参加があった。

専門家による講演会は 31 回開催された。

２）関連研究所における講演：大学や獣医師会等において専門家講演会が 4 回、C/P 講演会が

20 回以上実施された。

３）獣医学会や学術雑誌における研究成果の発表：2000 年にウルグァイで開催された世界牛

病学会や国内学術雑誌等において 30 報以上の研究成果が発表された。

　なお、今後、DILAVE は、獣疫研究機関として国際的に認知されるためにも、研究成果を国

際学術雑誌に積極的に公表するとともに、研究成果を DILAVE のウルグァイ国内の 3 地域研究
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所へ効果的に適用すべく、さらに努める必要があると認められた。

５－３　効果

プロジェクト実施による効果は結果として意図的なものもあれば、意図的でないものもあ

り、直接的､間接的あるいはプラス面､マイナス面の変化が発生するものである。質問票の回答

を分析して、以下のような明確かつ実際的なインパクト(効果 )が得られたことが明らかになっ

た。質問票の結果はミニッツ ANNEX 7 に添付されている。

（１）　プロジェクト目標レベルにおける直接効果

１）正確な診断法

以前よりもいっそう正確な診断方法が新しい機器材や技術の導入により行われるよ

うになった。

２）迅速な診断

多くのサンプルについて処理するための適切な診断技術の導入により､より多くのサ

ンプル(検体)についての試験が短時間のうちに実施できるようになった。

３）疫学調査

疫学調査のための有益なデータが入手可能となり、病気の存在と流行を明確にしている。

４）防疫指針の作成

疫学調査により、暫定的な防疫指針が得られている。

５）関係機関との連携強化

標記については、疫学的調査、診断協力や地方研究所、大学、獣医などのためのセミ

ナーを通じて関係機関との連携強化が進められている｡

（２）　上位目標レベルでの間接効果

１）研究所としての DILAVE の機能向上

本プロジェクト実施による技術移転及び機材供与により、中央研究機関として

DILAVE の能力が向上した。

２）相互の信頼関係の確立と親密な意思伝達

　日本・ウルグァイ間の相互信頼は、日本人の長短期専門家のウルグァイへの派遣とカ

ウンターパートの日本研修により成立したものである。したがって、2 国間の確固な橋

渡しが確立されたと言える。

３）スタッフの作業効率と DILAVE の地位の改善

DILAVE の研究員の診断と研究に対する向上心が増大した。DILAVE の地位は、家畜

の病気、診断研究の重要性を認識することにより改善された。また、農牧水産省の幹部
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や農家 (畜産業者 )だけでなく、診断を行なう現場の獣医などによっても同様の認識が見

うけられた。

４）情報収集能力の改善

コンピューターネットワーク網と DILAVE のウェブサイトが確立され、情報の収集

と交換に活用されるようになった。

５－４　計画の妥当性

妥当性の評価にあたっては、プロジェクトの方向が援助受益側の社会的、国家的ニーズに

依然として沿っているか、またプロジェクトの期間中に発生する可能性のある社会・政治的情

況がプロジェクトの正当性を変える(歪める )かどうかに関する質問を行うことにより推定され

る。

（１）上位目標の妥当性

１）受益者ニーズとの整合性

本プロジェクトは家畜伝染病の防疫及び撲滅のための適切なシステムの確立を上位目

標としている。これは受益者である農家のニーズにも合致している。

２）開発政策との整合性

畜産品の輸出増大を国策のトッププライオリティーに置いているウルグァイの政策に、

本プロジェクトの上位目標は合致している。本件の妥当性に関する関連質問はミニッツ

ANNEX 7 に示されている。

（２）プロジェクト目標の妥当性

１）上位目標との整合性

本プロジェクトは、家畜伝染病を迅速かつ正確に発見するための獣医診断技術の改善

を目標としている。家畜伝染病を改善するためには、正確かつ迅速な診断を行わなけれ

ばならない。したがって、本プロジェクトは上位目標に合致している。

２）実施機関の組織ニーズとの整合性

　DILAVE の重要な結果の１つは、輸出用の肉製品の安全性を保証することである。家

畜伝染病の正確かつ迅速な診断はこの目的に欠かせないものである。したがって、本プ

ロジェクト目標は DILAVE のニーズと合致している。

（３）計画設定の妥当性

　上位目標と投入の実績が明確であることから、確立された計画の妥当性は認められる。
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（４）妥当性を欠いた要因

　これについては何らの欠損も見うけられなかった。

５－５　自立発展性

（１）制度的側面

　ウルグァイ国農牧水産省畜産サービス総局は、家畜衛生部、産業家畜部、家畜流通監視部及

び家畜衛生研究部の 4 部体制で従来からの変更もなく、畜産物の生産拡大及び輸出拡大プログ

ラムの拡充等を通じ、今後も畜産物の生産・輸出拡大政策を継続することが確認できた。この

ため、ウルグァイにおける畜産物の生産・輸出拡大に必要な衛生分野の充実・推進のための組

織的連携は保たれるものと判断できた。

さらに、農牧水産省は、DILAVE をこれまでの「畜産物輸出のための検査センター」の役割に

代えて、新たに「リファレンスラボ」と位置づけており、その強化・拡充に向けた適切な対策

がとられた。これについては、組織的強化、予算配分の拡充（人件費を除く年間 60 万ドルの

運営予算配分）等が農牧水産省により講じられることが確認された。

（２）財政的側面

　ウルグァイ政府は、2001 年 1 月より DILAVE に対し、年間 60 万ドルの予算を措置する計画

である。加えて、DILAVE には、①診断サービス、②動物医薬品販売、③動物医薬品の検査・

販売許可書発行、④畜産物の検査・証明書の発行による収入源もあることから、プロジェクト

終了後も継続した活動を実施できる予算が確保されるものと判断された。

（３）技術的側面

DILAVE 職員の技術は向上した。各研究室には診断及び研究業務に必要十分な機器が導入さ

れ、これらの機器を含めた研究室の施設は適切に使用かつ整備されている。よって、技術的側

面からも継続した活動が十分実施されるものと判断された。

（４）人員的側面

　ウルグァイは、国家公務員の新規採用を 10 年間凍結する、いわゆる「国家公務員の新規採

用制限法（採用制限法）」を 2005 年末まで継続実施の予定である。その結果、DILAVE の研究

者に若手はおらず、年々、年齢構成が高齢化しており、最若手の研究者は 40 歳となっている。

上記の高齢化問題は畜産サービス総局の懸案事項になっており、農牧水産省は、研究機関に

おける若手研究者の不足が研究活動の低下や研究機関全体に対する評価の低下に直接影響する

ことから、採用制限法が病院、学校及び国軍における新規採用を制限の対象外としていること
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に着目し、DILAVE も新規採用制限の除外機関として法改正されるよう、国会手続きを開始し

ているところである。

他方、上記法改正手続きとは別に、DILAVE は、農牧水産省の承認で実施可能な「臨時雇用・

研究者育成制度」（獣医学部の在学生や新卒者等を臨時研究員として雇用・育成し、育成した

人材の中から優秀な人材を将来にわたり正式に採用しようとするもの）を農牧水産省に申請し

ている。

DILAVE 所長によれば、上記２つの措置の実現可能性は低くないとされており、DILAVE の

人員的側面から見た今後の自立発展性を阻害する要因は少ないものと思料された。
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６．提言及び教訓６．提言及び教訓６．提言及び教訓６．提言及び教訓

６－１　提言

プロジェクトは適切な投入と活動によって順調に進捗しており、実験動物の生産体制にか

かる問題など若干の課題を残すものの、これらの課題も残された協力期間内に十分達成可能と

みられる。したがって、合同評価委員会は、本件協力が当初計画どおり、2001 年 9 月末まで

に所期の目的を達成することが可能と判断し、さらなる活動の強化と自立発展性の確保をめざ

すため、次の提言を行った。

（１）現在の技術協力活動を終了時まで積極的に推進し、なおいっそうの技術力の強化と計画

目的の達成を通じて、終了後の自立発展性の向上に資するよう努力すること。

（２）実験動物委員会（仮称）を設置し、実験動物施設の適切な運用の促進を図ること。実験

動物の国内需要や供給実態の調査、SPF マウス以外の実験動物の需要に対応するため、協

力を通じて得られた飼育生産技術を用いた旧施設の活用を含め、一定の生産計画と施設の

運用計画、実験動物技術職員の育成計画を作成し、実施に供すること。

（３）なお合同評価委員会は、将来に向けた DILAVE の自立発展のために、本件協力の目的

には直接含まれないものの、特に次の事項について提言する。

１）病理研究室と他の研究室の間に一部協力はみられるものの、各研究室にまたがる総合

的な診断や疾病調査活動に比較的弱いものがある。このため、各研究室が参加する組

織的な診断活動と、共同による疾病調査活動を促進すること。

２）DILAVE のような専門機関にとって、専門技術者の継続的な育成、確保はきわめて

重要である。このため、本件協力を通じて得られた活動や技術を継承、発展させてい

くためにも、一定の職員人材の育成確保計画を作成すること。

３）DILAVE 中央の技術力が向上したのと相対的に、地方支所との技術格差が増大した。

この格差を埋めるため、地方支所との技術交換を促進すること。

４）DILAVE は国際的な標準に合致するよう、将来もその技術水準の確保向上に努力す

ること。

５）供与された機材は適切な使用管理規則に基づき、正しく効果的に活用し、保守管理

を行うこと。また将来の機材の更新に向けては、財務上健全な減価償却法式など適切

な方策をとること。

６）最後に、本件協力により築かれた  DILAVE と日本側関係機関との緊密かつ良好な関

係を今後とも維持発展できるよう、合同評価委員会は希望する。
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６－２　教訓

本件計画はきわめて順調に進捗し、計画どおりの期間内で所期の目的のほとんどを達成す

ることが確実とみられるが、これには次のような条件がそろえられたためと考えられる。

（１）家畜衛生試験場を中心とする日本側国内支援体制が充実し、供与機材の選定、カウンタ

ーパート研修、専門家の派遣の各投入が内容的によく吟味され、各投入間の連係を保ちつ

つ、計画的かつ効果的に実施されたこと。

（２）先方の組織体制、カウンターパートの知的・技術的能力が高く、協力受容能力が高かっ

たこと。

（３）先方が必要としている比較的高度の技術内容が、日本側中核支援機関の保有する技術内

容とよく適合したこと。

（４）もともと畜産業と畜産物の輸出が最重要産業であるウルグァイにおいて、近年の世界各

国における広範な重要家畜伝染病の発生もあり、本計画の技術的ニーズが極めて高く、国

家的関心も大きく、結果として自助努力が促進されたこと。

（５）本案件に参加した専門家とカウンターパートの知的、人格的資質が高く、技術協力を円

滑に進めるための相互理解が進んだこと。実際に本案件が開始されるまでは、お互いに

ついてほとんど知らなかった双方が、たった 5 年間でこれだけの緊密かつ友好的な関係

を築き、顕著な成果を上げ得たことは特筆に値する。
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